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研究の目的、背景、概要

人口減少・高齢化が自治体の運営を難しくしている
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研究の目的、背景、概要
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人口減少 高齢化
インフラ問題

・老朽化・更新
・維持管理
・運営費の削減
・運営組織・体制

地域の課題
・買い物困難者の増加
・空き地・空き家の増加
・高齢者の移動手段の不足
・地域での防災・減災対策
・エネルギーの自立化

財政規模の縮小
地方財政の悪化

• 公共施設・スポーツ施設
維持費等の財源不足

• 公共交通の縮小

インフラ・地域の
問題を解決する

仕組みができないか？

➊ 国土交通省（都市局）

社会資本整備審議会 都市計画・歴史的風土分科会都市計画部会新たな時代の都市マネジメント小委員会
『第4回 資料2（2014.12.15）』『中間とりまとめ（2015.8）』
「施設、インフラ間の計画の整合性、相互の連携を高めるために、エリアマネジメントをより活用して
いくことが必要ではないか。」
➋ 国土交通省（都市局）

まちづくり活動の担い手のあり方検討会『とりまとめ（ 2017.10 ）』
「ドイツで定着している【シュタットベルケ】の日本版と言うべき、事業収益をまちづくりに還元する
取組の推進」

→シュタットベルケが有力な解決手段



研究の目的、背景、概要
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法律・制度 市場環境

事業内容
（エネルギー, 交通, 水道, 廃棄物, etc…）

組織構造
（単独, 持株会社, 事業会社etc…）

ガバナンス
（自治体との関係性）

ドイツ調査（1回目）
シュタットベルケについて, 文献・現地調査を基に

現状に関する情報の収集・整理平
成3

0

年
度

令
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1年目・2年目のドイツ現地調査および国内自治体の事例による
ケーススタディをつうじて, 包括的な公益事業体のスキームを提案

わが国への適用に向けたモデルスキームの提案

国内の法律・制度 国内の市場環境

自治体研究会
インフラ・公共施設等の維持管理に特徴的
な取り組みや独自の課題を持ついくつか
の自治体に関するケーススタディを実施

ドイツ調査（2回目）
国内自治体のモデルスキーム構築を念頭
に置き, よりポイントを絞ったヒアリング調

査を実施



シュタットベルケの概要
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シュタットベルケの概要
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Stadtwerke（SW, 町の事業・都市公社）

自治体規模の単位で管理されるインフラ・公
共サービスを総合的に運営する公益事業体

• 明確な定義・法的根拠はない

• ドイツ国内では強いブランドイメージがある。

• 公共事業を集約して総合運営し, 様々な事業
ミックスで相乗効果を挙げることで, 適当な価
格で市民サービスを提供できるほか, エネル
ギーを主とする事業からの利益を, 利益の出

にくい事業（公共交通やプールなど）に内部補
填する仕組みをとる（ラウパッハ・スミヤ
（2017））

• 19世紀頃から地域の電気やガスの供給を行
う事業体として普及しはじめる。

【独シュタットベルケの概念図】
※上図はあくまでシュタットベルケ（SW）の特徴を模式的に図示
したものであり, 実際の事業内容や組織構造は多様である



シュタットベルケの概要

⬛ドイツ全体

•自治体：約12,000市町村（16州）

→基本的なインフラの供給義務が基本法により定められている。

•国内のユーティリティ供給事業体：約8,400（うち単独で電気・水道・ガス・
熱供給をすべて行っている事業体は400ほど）

◯地方公共事業組合(VKU)加盟団体

•企業数：約1,500

•従業員数：約268,000人(1社平均約180人)

•年間売上高：1,160億ユーロ(≒13.5兆円, 1社平均約90億円)

•年間投資額：100億ユーロ(≒1.16兆円, 1社約平均7.7億円)
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※VKU担当者へのヒアリング及び提供資料による



シュタットベルケの概要：日本国内の動き
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2011.3
(東日本大震災)

2011.５

2015.9
(8.30小売電気事業者の事前申請開始?)

2017.9
(JSWNW設立)

2015.2
(みやまSE設立)

(出所)2010年5月～2020年5月までのキーワードの検索頻度についてGoogle Trendsによる結果を基に小谷作成。
注１. 検証期間中最も頻度の高い月の検索件数を100としたキーワードごとの相対評価。
注２. 2016/1/1からGoogleのデータ収集システムに変更があったとのこと（詳細不明）



シュタットベルケの概要：日本国内の動き

○2017.10 国土政策局「まちづくり活動の担い手のあり方検討会」 『とりまとめ』

• 官・ハード主体のまちづくりから、民・ソフト主体のまちづくりへ

• ドイツで定着している【シュタットベルケ】の日本版と言うべき、事業収益をまちづくりに還元する取組の推進

○2019.3 都市局『エネルギー施策と連携した持続可能なまちづくり事例集』

• 「日本版シュタットベルケ」地域資源を活用したエネルギー事業等により一定の収益を確保し、その収
益を活用して地域課題の解決に資するまちづくり活動を担う官民で連携した事業体

• みやま市、生駒市などの地域新電力会社の取り組み紹介

→地域エネルギー事業者がまちづくりの役割を担う先行事例として
12

○2017 資源エネルギー庁『平成28年度エネルギー白書』

「2000年前後のドイツの電力・ガス自由化後も、大手電力・ガスが再編する中、地域密着のサービス提供と一
定以上のコスト力により、大手に負けない競争力を維持し、地域顧客を獲得してきた」

→電力小売全面自由化のエネルギー市場の先行事例として

○2018 環境省『平成30年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書』

「再生可能エネルギーの導入が進むドイツでは、「シュタットベルケ」による地域資源を有効活用した地域エネ
ルギー供給の取組が進んでいる。」

→地域の再生可能エネルギー資源活用をつうじた地域の活性化の模範例として



シュタットベルケの概要：日本国内の動き

○2016.11～2017.7国土政策局「まちづくり活動の担い手のあり方検討会」

→2017.10『とりまとめ』

• 官・ハード主体のまちづくりから、民・ソフト主体のまちづくりへ

• ドイツで定着している【シュタットベルケ】の日本版と言うべき、事業収益をま
ちづくりに還元する取組の推進
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○2018年度都市局「エネルギー施策と連携した持続可能なまちづくりに
関する意見交換会」

→2019.3『事例集』

• 「日本版シュタットベルケ」地域資源を活用したエネルギー事業等によ
り一定の収益を確保し、その収益を活用して地域課題の解決に資するまち
づくり活動を担う官民で連携した事業体

• みやま市、生駒市などの地域新電力会社の取り組み紹介



• 事業会社の目的は公益的事業の供給

• 収益事業を展開しつつ、公共性を維持→執行と監督の分離

• あくまで主な出資者は自治体。一方で経営は経営のプロに。
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地域エネルギー会社

公益事業 電力事業 新規事業

地域の公益事業会社

収益事業
・エネルギー・廃棄物・駐車場
・その他公営施設、etc…

地方公共団体

出資（・協定）

民間企業

出資

シュタットベルケの概要：地域経営の担い手として



ドイツ現地調査報告
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 1回目調査（日程：平成31年1月28日～2月1日）国政研『PRI Review』第73号にて紹介

ドイツ現地調査報告：実施概要

名称 州・郡市名 人口 特徴

Wuppertaler
Stadtwerke

N=W州
ヴッパータール市 353,590人 都市の規模が大きく、公共交通についてモノレール、バスの双

方を直営で運営している。
Stadtwerke
Iserlohn

N=W州
イーザーローン市 92,928人 電力と通信を組み合わせたサービス展開を行っている。

Stadtwerke
Annaberg-
Buchholz

ザクセン州
アンベルク・ブッフホルツ市 20,000人 市が有する他の公営企業との連携を図り、まちの魅力向上策

を実施している。

Stadtwerke
Oerlinghausen

N=W州
エルリングハウゼン市 17,530人

電力については、市は販売のみならず送電線網の管理まで
行っている。他市では赤字になりがちな公共交通について、収
益源としている。

Eichsfeldwerke テューリンゲン州
アイヒスフェルト郡 100,645人 市単位ではなく、郡単位で広域的な展開を行っている。かつ市

単位のシュタットベルケへの出資も行っている。
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名称 所在都市名 人口 特徴

Stadtwerke
Nürtingen

B=W州
ニュルティンゲン市 41,093人 単独のシュタットベルケとして主要なユーティリティ供給の他、

独自の投資で通信やeモビリティ事業等を展開している。

Stadtwerke
Ulm/Neu-Ulm

B=W州
ウルム市

126,329人(U)
58,707人(NU)

複数自治体出資により設立され、持株会社の形態をとる。近
隣小規模自治体の事業会社にも出資を行う。

DREWAG-
Stadtwerke
Dresden

ザクセン州
ドレスデン市 554,649人 旧東独でユーティリティ供給を主要事業として展開。グループ

全体では交通や廃棄物処理、プールなど幅広く展開している。

Mainova ヘッセン州
フランクフルト・アム・マイン 753,056人

ユーティリティ供給を主要事業としており公開会社（AG）の形
態をとる。地域エネルギーとしてはドイツTop10に入る。その
他街灯事業なども行う。

MVV Energie B=W州
マンハイム市 309,370人

ドイツで唯一上場しているシュタットベルケ。ユーティリティ供
給を主要事業としているがスマートシティ事業なども行う。海
外での発電事業への投資も行っている。

 2回目調査（日程：令和元年10月7日～10月10日）



(出典) https://en.wikipedia.org/wiki/File:Germany_adm_location_map.svg（著作権者: NordNordWest, ライセンス: Creative Commons
by-sa-3.0 de）を基に筆者作成

ドイツ現地調査報告：実施概要
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Mainova AG (Frankfurt am Main)

MVV Energie AG (Mannheim)

SW Nürtingen GmbH
SW Ulm/Neu-Ulm GmbH

DREWAG-SW Dresden GmbH

SW Annaberg-Buchholz AG

Eichsfeldwerke GmbH

SW Oerlinghausen GmbH
SW Iserlohn GmbH

Wuppertaler SW GmbH

１回目ヒアリング（2019年1月28日～2月1日）
２回目ヒアリング（2019年10月7日～10日）



ドイツ現地調査報告：事例① SW Nürtingen

市名 BW州ニュルティンゲン市

法人形態 GmbH（有限会社）

設立 1972年

監査役会 市長＋市議7人

出資構成 ニュルティンゲン市100%
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沿革

85年前に地元のエネルギー供給者と
して誕生。
1997年に駐車場運営を開始。現在

113の駐車場スペース保有

従業員数 109人

事業規模

年間売上高：51.68百万ユーロ
電力 ：31.58百万ユーロ
ガス ：8.28百万ユーロ
熱供給：3.12百万ユーロ
上水道：4.54百万ユーロ

• 人口4万人の比較的小規模な都市

(出典) https://en.wikipedia.org/wiki/File:Germany_adm_location_map.svg（著作権
者: NordNordWest,ライセンス: Creative Commons by-sa-3.0 de）を基に筆者作成



ドイツ現地調査報告：事例① SW Nürtingen
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左上：市内街並み
右上：SW社屋
左下：水力発電所
右下：ニュルティンゲン市庁舎



ドイツ現地調査報告：事例①SW Nürtingen
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Nürtingen市

Stadtwerke Nürtingen

ガス事業(小売) （導管）

熱供給事業

電力事業(小売） （送配電)

100％出資

通信事業

監査役会

• 監査役会は義務ではないが任意に設置
• 監査役は8名。内訳は市長、議員7名
• 四半期に1回、年4回開催(臨時もある)
• 事業計画や取締役の権限の範囲を決定

執行役

• 現CEOは新聞の募集広告に応募。会社と
任期4年程度の契約を締結

• 1年に一回経営計画を作成して監査役会に
承認を得、その範囲で裁量により経営

定款／社員間契約

• 社員としての市の同意事項
事業目的、年間の決算承認、赤字補

填、黒字使途、役員の任命権、会社の
買収・売却、会社の解散等

選解任

レンタルサーバー事業

Eモビリティー事業

コンセッション
契約

・委託契約

プール事業

【黒字事業】
（競争産業）

• 12年から家庭向けの光ファイバーの
提供を開始。掘削工事コストが高いた
め、他インフラで道路工事時は契約の
有無にかかわりなく敷設。

• 地域企業向けレンタルサーバーを提供。
利用企業には自社設置より約40%の
コスト削減効果あり。7年間ダウンタ
イムなし。

【赤字事業】

損益通算

【投資・新規事業】

駐車場事業

• プールは、市の
重要な事業であ
り、市との契約
において損失補
填規定が存在

水道事業

（規制産業）

• 競争環境下の事業と地域独占下の事業があり、
市と個々にコンセッション契約を締結

• 複数事業を包括管理することで効率化を発揮。

委託業務 • 街灯の設置等



ドイツ現地調査報告：事例① SW Nürtingen

• 監査役会と執行役の明確な分離（兼業は不可）

• 市議会との関係は限定的（定款の修正や執行役の任免、会社の解散など）であり、基本
は議会とは独立

• 四半期に1回監査役会が開催され、事業計画や執行役の権限の範囲を決定している（執
行役の経営判断は監査役会からは独立）
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• 直営ではなくGmbHにしている理由は監査役会マネジメントによる意思決定の迅速化や政治的
ではなく経済的な判断に基づく意思決定が可能になることから。

• 下水道事業は会社法法人が行うとVAT（付加価値税）が発生してしまうことから、自治体が運営
（SWでは行わない）

• 住民からはサービスの安定供給を求められており、常時30分以内に復旧可能な即応体制を敷
いている（供給範囲の決定）

• 職員がインフラを横断的に管理している。発電・系統・ガス・水道の維持管理は一つの監視室
で管理。

• 税務上の損益通算による法人税節税効果は約7万ユーロ、その分市内還元

組織構造の特徴

ガバナンス

その他

効率性



ドイツ現地調査報告：事例②SW Ulm/Neu-Ulm

市名 BW州ウルム市、バイエルン州ノ
イウルム市

法人形態 GmbH（有限会社）

設立 1982年(Neu-Ulm統合は1983年)

監査役会 両市長+議員8人+労働代表5人

出資構成 ウルム市96%、ノイウルム市4%
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沿革

1853年：ガス事業者として設立。
1897年：最初のトラムが運転開始
1982年：有限会社化
1983年：ノイウルム市出資

従業員数 1,052人

事業概要
SWU Energie GmbH：エネルギー
SWU Telenet GmbH：通信
SWU Verkehr GmbH：公共交通

事業規模 年間売上高：443百万ユーロ

• 人口13万人と人口5万人の中小規模都市による共同出資事業体

(出典) https://en.wikipedia.org/wiki/File:Germany_adm_location_map.svg（著作権
者: NordNordWest,ライセンス: Creative Commons by-sa-3.0 de）を基に筆者作成



ドイツ現地調査報告：事例②SW Ulm/Neu-Ulm
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左上：SW運営トラム
右上：SW社屋
左下：配電網機器
右下：充電ステーション



ドイツ現地調査報告：事例② SW Ulm/Neu-Ulm
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Ulm市

Stadtwerke Ulm/Neu-Ulm

94%出資

Neu-Ulm市

6%出資

SWU TeleNet SWU Verkehr

100％出資 100%出資

通信事業 バス・トラム事業

SWU Energie

100％出資

電力小売・ガス小売・熱供給事業

Stadtwerke
Ulm/Neu-Ulm Netze

100％出資

インフラネットワーク（送配電・ガス
導管・通信網・水道）事業

他自治体との合弁発
電企業(5社) ITベンチャー企業3社と

の合弁企業

25%出資

子会社・合弁会社
2社

監査役会

• 監査役会は義務ではないが任意に設置
• 監査役は15名。ウルム市長、ノイウルム市長
市議会の議員8名、従業員代表5名

• 四半期に1回、年4回開催(臨時もある)
• 事業計画や取締役の権限の範囲を決定

執行役

• 契約に基づき就任、任期5年間、再任あり
• 現CEOは元電気工、大学で経営工学専攻
• 人材サービスを介して人材選考された選解任

周辺自治体
(複数)

【黒字事業】（競争産業）

【赤字事業】

【投資・新規事業】

（規制産業）

各自治体と
連携協定

他自治体と
の合弁シュ
タットベルケ
（4社）

50％
出資

50％
出資

コンセッ
ション
契約

機関会社：独連結納税制度
（オルガンシャフトOrganschaft）

※EnergieとNetzeの損益譲渡契約は2016年に解消

損益譲渡契約
(Gewinnabführungsverträge)により

損益を譲渡

損益譲渡 損益譲渡 損益譲渡



ドイツ現地調査報告：事例② SW Ulm/Neu-Ulm

• 監査役会と執行役の明確な分離（兼業は不可）

• 市議会との関係は限定的であり、基本は議会とは独立

• 四半期に1回監査役会が開催され、事業計画や執行役の権限の範囲を決定している（執
行役の経営判断は監査役会からは独立）

• 2～3年の間隔で監査役会の戦略会議を行い、中期目標を策定している。

26

組織構造の特徴

ガバナンス

その他

• 2市が共同出資し、相互支援の提供を方針としている。
• ホールディングス形態で各事業は子会社が運営
• 赤字事業である公共交通などを自治体から引き受けている理由は、SWの所有者が市であり、
使命であるから（定款の事業目的にも記載あり）

• 都市計画の関与については、景観や環境に影響を与えることから、市と共同の委員会を組成し、
まちづくりにも貢献している。

効率性

• インフラネットワーク事業（送配電・ガス導管・通信網・水道）をひとまとめにできて、作業の人
員配分やリソース管理が非常に柔軟になった。

• SW所有以外にも市の公用車や民間バス会社の車両整備等を行うことで収益化



ドイツ現地調査報告：事例③Mainova(Frankfurt)

市名
ヘッセン州フランクフルト・ア
ム・マイン

法人形態 AG（株式会社）

設立 1998年

監査役会 20人(株主代表10人、労働代表10人)

出資構成 SWFM: 75.2%, Thuga: 24.5%, 個人:

0.30%

27

沿革
1828年：MainGas(ガス供給)設立
1894年：SW Frankfurt(電力供給)設立
1998年：両社合弁、Mainova AG設立。

従業員数 2,698人（グループ全体で5,600人）

事業概要

電力：1,160百万€万件
ガス：596百万€

熱供給：253百万€

上水道：98百万€

再エネ発電：78百万€

投資配当：2.5百万€

事業規模 年間売上高：443百万€

• 人口75万人の大都市におけるユーティリティ供給会社

(出典) https://en.wikipedia.org/wiki/File:Germany_adm_location_map.svg（著作権
者: NordNordWest,ライセンス: Creative Commons by-sa-3.0 de）を基に筆者作成

Mainova AG 



ドイツ現地調査報告：事例③Mainova(Frankfurt)

28
Mainova 社屋外観
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ドイツ現地調査報告：事例③Mainova(Frankfurt)
Frankfurt市

Thüga

Mainova AG

100％出資

執行役会

• CEOはHoldingの
役員も兼任

• 人材市場から候
補者を選出。

監査役会

• 年3回実施。監査役会前に、財務・事業に関わる
特別委員会を開催。

• 同意事項は、大規模投資、外部からの資金調達、
新しい資本参加、基本供給料金の決定、法的紛争、
経営陣の任免である。それ以外は「報告」、任意の報
告事項。執行役人事は、人事委員会で事前選定。

24.5%出資
※残り0.3%は元従業
員等の個人分散株主

定款

• 市の一定の影響力行使ができる場面を定めているが、（他のSWに比べ）
かなり自由を与えられている。

【赤字事業】

VGF

MMF

ICB

100％出資

100%出資

①出資

100%出資

トラム・LRT事業

バス事業

バス事業

BBF

100％出資100％出資

プール事業

AVA

監査役会

• 市及び労働者代表か
ら各10名、計20名
の監査役を任命。市
長が議長を務める。

執行役

• 2名。Mainova AG
のCEO及びVGFの
取締役から選任。

Stadtwerke Frankfurt Holding 

【赤字事業】
75.2％出資

ガス事業(小売） 熱供給事業電力事業(小売）

【黒字事業】

廃棄物発電

（競争産業）

コンセッション契約

その他関連会
社41社

出資

(注)赤字事業を有する各企業に関して、各企業は上記以外の事業も行っており、必ずしも全企業が赤字となっているわけではない。

NetzDienste
Rhein Main

出資100%

インフラネットワーク事業
(送配電・ガス導管、水道)

Mainova
ServiceDienste

投資管理
事業

出資100%

街灯事業

Straßen
Beleuchtung

出資100%

（規制産業）

機関会社
(オルガンシャフト）

損益譲渡契約
(Gewinnabführungsverträge)により

損益を譲渡

損益譲渡 損益譲渡
損益譲渡

損益譲渡



ドイツ現地調査報告：事例③Mainova(Frankfurt)

• 監査役会と執行役の明確な分離（兼業は不可）

• 監査役会：市長、Mainova役員、Thüga AG役員、市議会議員、労働代表など20人

• 原則年4回の監査役会の他、監査役会に先立って財務及び事業に関する委員会が開催
される（あくまで決議は監査役会）。

• AGはGmbHに比べて、日常的な経営上の裁量をより多く持つことができ、独立性を保って
意思決定できる（自治体との関係は定款で規定）。

30

組織構造の特徴

ガバナンス

その他

• ホールディングス形態でMainovaは事業を運営する子会社
• 持株会社のほか、Thüga社(25%未満)、個人株主（元従業員等）によって出資を受けている
• Mainova(及びAVA)が生み出した利益をSWフランクフルトグループ全体で損益通算
• Mainova独自の投資事業（移動式熱供給、広域圏水道供給、不動産開発など）を展開

• 会社の利益最大化が市の財政にとってもプラスの影響、という考えから、収益性を優先した経
営判断が重視される。

効率性

• 事業間のシナジーを期待してガスと電気の事業会社を合併。インフラメンテナンスを同時に行
えるなどの効率化を実現。

• 水道事業はどちらかというと市の公益事業体として供給義務に対応する位置づけ。



ドイツ現地調査報告：事例④MVV Energie(Mannheim)

市名 BW州マンハイム市

法人形態 AG（株式会社）

設立 1873年

監査役会 20人(株主代表10人、労働者代表10人)

出資構成 50.1%: マンハイム市 , 16.3%: Rhein

Energie, 28.8%: EnBW, 4.80%: 浮動株

31

沿革

1873年：Stadtwerke Mainheimの誕生
1889年：電力供給開始
1900年：ガス工場が操業開始
1959年：市内と地域暖房供給の接続
1998年：MVV Energie AGへと名前変更
1999年：IPOおよび部分民営化
2010年：風力エネルギー市場への参入

従業員数 5,987人

事業概要

電力：1,159.8百万€（9,260百万kWh）
ガス：596.2百万€/熱供給：253.0百万€

水道：98.9百万€/再エネ：78.9百万€

海外事業(チェコ、英国等)：72.2百万€

事業規模 年間売上高：3,903百万ユーロ

• ドイツ国内で唯一の上場シュタットベルケ

(出典) https://en.wikipedia.org/wiki/File:Germany_adm_location_map.svg（著作権
者: NordNordWest,ライセンス: Creative Commons by-sa-3.0 de）を基に筆者作成



ドイツ現地調査報告：事例④MVV Energie(Mannheim)

32

左上：SW運営トラム
右上：SW社屋
左下：配電網機器
右下：充電ステーション
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ドイツ現地調査報告：事例④MVV Energie(Mannheim)

Mannheim市 民間企業2社

MVV Energie AG

50.1%出資

監査役会

• 監査役会は義務設置
• 監査役は原則20名で10名が株主の代表、10名が雇用者。

• Mannheim市の代表、株主代表、経営の専門家、環境の代表、
従業員代表、主な子会社であるオフェンバッハからの代表などから構
成

• 投資の監視は監査役会が義務を負っており議決が必要になる。監
査役会は年4回実施されている。

執行役

• 役員人事は原則として公募で選定
され、人事委員会で絞り込み、監
査役会で決定

• 決定には市の同意が必須

45.1％出資

選解任

個人投資家(浮動株)

4.8％出資

顧客向けソリューション事業 新エネルギー事業 供給事業 戦略投資事業

小売
(電力・ガス・熱・水道)

廃棄物発電

風力・バイオマス発電

プロジェクト開発

コジェネレーション

ネットワーク
(送配電、熱、ガ
ス導管、水道)

戦略投資

連結子会社、完全連結子会社 171社（19カ国）

出資

► チェコにおける発
電事業など

その他

共通サービス

► 検針・料金徴
収、IT

► コーポレート業
務全般

太陽光・蓄電池・電気自
動車スタンド



ドイツ現地調査報告：事例④MVV Energie(Mannheim)

• 監査役会は20人。10人がマンハイム市長をはじめとする株主代表、10人が労働代表（半々の票
数の場合は議長が2票）。

• 監査役会の中に、人事を差配する人事委員会や経営計画等を担う経営委員会などを設置

• 役員は原則公募で募集。人事委員会で絞り込みを行い、監査役会で決定。

34

組織構造の特徴

ガバナンス

その他

• ドイツのシュタットベルケでは唯一上場。市の関与は相対的に薄く、そのことで事業会社として
の機動性は高まっている

• 赤字になりやすい公益事業(交通やプールなど)は行っていない。
• 今後の成長分野は、「新エネルギー事業」と海外への「戦略投資事業」。

• 上場企業であり自治体以外にも多くのシェアホルダーがあるため、経済性、資金調達、顧客の
要望を満たせるかどうかといった経営上のサステナビリティが非常に重要

効率性

• AG(公開会社)は資金調達を有利に進められることから、オッフェンバッハなど近隣自治体やイ
ギリスなどの海外へも積極的に投資

• 一方で、シュタットベルケとして地域への密着性を活かした事業を展開することも可能になって
いる（市内のスマートシティ事業の入札では地元密着の優位性を生かした提案）



ドイツ現地調査報告：調査先の要約
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都市 Nürtingen Ulm/Neu-Ulm Dresden Frankfurt am Main Mannheim

人口規模 約4万人 約14万人 約50万人
Frankfurt am Main約70

万人
Mannheim約30万人

売上規模 約52百万ユーロ 約443百万ユーロ 約1,170百万ユーロ 約2,000百万ユーロ 約3,900百万ユーロ

SW会社形
態

GmbH GmbH GmbH AG AG（上場）

事業内容

市の関与 自治体100%出資 自治体100%出資
自治体100%出資
但し、収益事業を担う
DREWGに対しては90%

自治体100%出資
但し、収益事業を担う
Mainova AGに対しては
75.2%

自治体50.1%出資

電力事業

ガス事業

水道事業

熱供給事業

プール事業

emobility事業

通信事業

デジタル事業

電力事業

ガス事業

水道事業

熱供給事業

プール事業

emobility事業

通信事業

地域交通事業

電力事業

ガス事業

水道事業

熱供給事業

プール事業

emobility事業

地域交通事業

電力事業

ガス事業

水道事業

熱供給事業

プール事業

emobility事業

地域交通事業

投資管理事業

電力事業

ガス事業

水道事業

熱供給事業

プール事業

emobility事業

地域交通事業

投資管理事業
通信事業

デジタル事業 デジタル事業 デジタル事業 デジタル事業



ドイツ現地調査報告：シュタットベルケのポイント
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１
出資会社

２
自治体の
関与

３
監査役会
の関与

４
経営陣の
専門性

５
経済的
効果

 歴史的に市出資の公社が存在し、自治体の義務と
しての水道供給等を実施していた

 民間経営により従来の行政制度に縛られない機動
的な計画・意思決定が可能

 出資をすることで公的責任を果たす

 出資に基づく関与※：出資者としての権利が留保さ
れており、監査役として市長・議員等を選任する

 事業契約に基づく関与：憲法上の自治体に課せら
れた生存権を根拠とする基本供給義務の履行監視
（モニタリング）、公共交通・プール等の公益事業の
遂行

※ドイツ法では株主であっても会社に不利益な判断をすることはできない

 監査役会の権限を、決算の承認、執行役の任免等
の重大な行為に限定することで、経営の自由度・柔
軟性を確保し、競争環境を勝ち抜くことを促す

 事業経営は、執行役に最大限任せる
 これにより迅速な意思決定が可能となっている

 プロの経営者を置くことでSWに競争力を付与する
とともに、民間の創意工夫を活用する

 人材紹介会社を通じて市場から候補者を調達
 地元貢献に寄与する人材、公共の論理に精通した
人材等が候補となる。

 同一の主体が黒字事業と赤字事業を運営することに
より、節税が可能となり、域内の資金循環に寄与

 複数事業を一体運営することで職員の多能工化、リ
ソースの効率配分によりコスト削減

 インフラ専門家を採用・育成し、自治体の都市計画
の策定等に地域密着の専門家として助言等を行う
ことで、地域全体の効率化に寄与

自治体B

自治体A
民間企業

シュタットベルケ

出資
(100%が主)

監査役会 執行役

(出資)

選解任

コンセッション契約など

【新規・投資事業】

インフラ事業 公益事業 新規事業

【競争・収益事業】

出資 出資

1

4

出資

【規制・非収益事業】

・・・

(出資)

３

５

競争・収益事業
► 電気、ガス、熱供給
► 水道、下水道

規制・非収益事業
► 公共交通
► 公共プール

新規・投資事業
► 通信、駐車場
► 電気自動車スタンド

2

関与

６
情報開示

 法律で決算書等の議会提出が義務づけられている
 パブリックバリュー等の充実した情報開示がされている

６



日本への適用に向けた論点整理
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適用に向けた論点整理：論点リスト

39

競争産業
の不在

日本との
税制度の
違い

日本との
会社法ガ
バナンス
の違い

ドイツとは異なり、日本の自治体が所有するインフラには、「競争産業」のような経営努力により
収益を上昇させることができる収益事業がほとんどない

競争産業で獲得した収益で不採算事業の損失を補填するという構造がとりにくいため、自治体
が管理するインフラ等の事業において、包括管理による効果があることの検証が重要

日本の税制度はドイツの税制度と異なり、子会社間の利益と損失を相殺して節税することに対
する制約が大きい。

日本において節税効果を得るには100％親子関係を作出しなければならない。
 「（国税による）域外流出」の防止の観点から、別の方法を検討する必要がある。

ドイツの会社法と日本の会社法におけるガバナンスには大きな違いがあり、経営の執行を監督
のみをする機関が日本の会社法制では想定されていない

日本の会社における指名委員会等設置会社等の取扱いを精査し、判例等をふまえてドイツ流
の「経営の監督に特化した機関」の設置可否の検証が重要

情報開示
の質の
確保

ドイツでは法律によって地方自治体及びシュタットベルケによる情報開示の内容が定められて
おり、市民に対する情報開示の質が高い

日本の株式会社の法定の情報開示は極めて乏しく（事業報告・計算書類程度）、日本導入時は
情報開示を義務付けられるような仕組み（法改正・ガイドライン策定）が必要



適用に向けた論点整理：制度の比較

•税制度の違い

•会社法（ガバナンス）の違い

•情報開示の違い
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適用に向けた論点整理：税制度の違い

41

日本の連結納税制度

シュタットベルケ本体

A社
(電力・ガス)

C社
(上下水道)

B社
(公共交通)

D社
(通信)

100％
出資

80％
出資

100％
出資

60％
出資

100%出資子会社との間でのみ、損益相殺が可能

シュタットベルケ本体と、そのグループ内で100%出資子会社である
事業会社との間でのみ、損益相殺が可能。
また、連結納税グループから一度離脱した子会社は、以後5年間
再加入不可。

損益相殺が可能な範囲

所得 ▲30所得 50 所得 ▲20所得 40

所得 10

法人税額(※) 12 法人税額(※) 0

 持株会社方式において税務メリットを享受するには、シュタットベルケ
本体から子会社への出資比率を100%のまま動かせないため、他の
出資者を募ることができず、グループとしての出資戦略が硬直化する。

グループ全体での法人税額(※) 21

法人税額(※) 9

ドイツの自治体出資会社における損益通算の制度

シュタットベルケ本体

A社
(電力・ガス)

C社
(上下水道)

B社
(公共交通)

D社
(通信)

50%超出資子会社との間でも、損益相殺が可能

シュタットベルケ本体と、そのグループ内で50%超の出資子会社で、
性質の類似性、技術上・営業上の密接な関係性又は公共目的
の範囲内で営利性を有する事業会社との間で、損益相殺が可能。

損益相殺が可能な範囲（損益譲渡契約に基づく）

100％
出資

80％
出資

100％
出資

60％
出資

（出典）Artikel 4 German Corporate Tax Code Absatz (6)

 持株会社方式により、子会社ごとの実情に応じた迅速な意思決定、
人事制度の継続、事業リスクの分散等を図りつつ、税務メリットも享
受可能。

 シュタットベルケ本体から子会社への出資比率50%超であれば、他
の出資者を募ることも可能。

所得 ▲30所得 50 所得 ▲20所得 40

所得 10

グループ全体での法人税額(※) 15

(※) 法人税=所得×30% として計算
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社員総会 株主総会

執行役

取締役会監査役会

執行役

選任・解任選任・解任

 監督機関である監査役会は、自ら会社の意思決定はでき
ない

 重要な業務執行に対しては「同意権」として一定程度関与
できる

 取締役会は監督機関であるが、重要な意思決定を執行
役に委任することはできず、自ら意思決定する

 ドイツのように監督機関に徹しきれていない

選任・解任

一定業務の同意権

監督・監査

指名
委員会

報酬
委員会

監査
委員会

意思決定
はしない
（同意権）

意思決定
をする

選任・解任

監督・監査

兼
任
可
能

兼
任
不
可

組織
設計

 監査役は取締役を兼任することができない
 多くのシュタットベルケでは、監査役のメンバーは労働者・自
治体側で半々にしなければならない

 取締役は執行役を兼任することができる*
 取締役の構成内訳は法定されておらず、株主総会におい
て自由に決定することができる

監査役の内訳が法定される場合あり

監督機関
の権限

役員の兼任
役員の構成

*監査役とすれば取締役を兼任できなくすることができる。しかし監査役は適法性監査に限
定されており、経営の妥当性の監査ができない

経営の執行と監督が制度的に分離されていることから、プロの
経営者を「取締役」として置くことで経営能力を最大限発揮で
き、ガバナンスの不全のおそれが制度的に防止されている

経営の執行と監督の分離が制度的に徹底されないため、プロ
経営者の扱いが難しい。監督機関の暴走等、ガバナンスの不
全の懸念をドイツほど除去することができない
⇒日本では定款、株主間合意等での対応が必要

監督 監督

GmbH+監査役会（シュタットベルケ）【2層制】 日本の株式会社（指名委員会等設置会社）【1層制】
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自治体 自治体

会計監査人

株式会社
（指名委員会等設置会社）

会計監査人

情報開示の
ルール
イメージ

＜①会社法制 シュタットベルケが主体＞
 年度決算書の開示
 会計監査人による監査

＜②定款・社員間契約 シュタットベルケが主体＞
 ガバナンスに関する報告義務

＜③自治体（市町村ルール）・予算原則法 自治体が主体＞
 年度決算書の策定
 SWに対する拡張会計監査の実施
 （SWを含む投資先に関する）投資報告書（公表）

＜④パブリックコーポレートガバナンスコード（ガイドライン）
シュタットベルケが主体＞
 内部監査、会計監査の独自性、役員報酬の開示 等

＜会社法制 株式会社が主体＞
 計算書類（B/S,P/L等）の開示・公表
 会計監査人による監査
※上場会社ではないため、金融商品取引法上の有価証券報告書は不要

＜地方自治法 自治体が主体＞
 出資法人に対する収入・支出実績等の調査・監査権
 事業計画、決算関連書類の議会への提出

情報開示
の内容

ドイツに比べると情報開示の制度、調査権等が弱い
有価証券報告書レベルは最低限とした上で、定款・ガイドライ
ン等によって開示情報を充実化させる必要がある

シュタットベルケ
（GmbH+監査役会）

都
市
会
議

ガイドライン

会計監査

ガバナンス報告書

投資報告書等
拡張会計監査 計算書類

会計監査

調査権・

監査権

ドイツ・シュタットベルケ 日本の株式会社（指名委員会等設置会社）



日本の自治体における
ケーススタディ
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自治体ケーススタディ：泉大津市
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出典：泉大津市公共施設等総合管理計画

► 地域のための新たな施策・取組等

現在の施設管理は低廉に実施できるものの、民間企業から
は地域のための新たな施策・取組が生まれてこないことが懸
念となっている。

► 機動的な事業の実施

あしゆびプロジェクト、AIの活用など弾力的かつ機動的なサー
ビス事業の展開を自治体が自ら実施することについては、定
員や予算の縛りがある現行制度では課題がある。

► 地域コミュニティの支援

現在は、住民数の減少に伴い、自治会加入世帯数も減少
しているが、それ以上に自治会加入率も減少しており、防犯
灯や防犯カメラの設置管理などこれまで自治会が担ってきた
公的サービスの維持も課題となっている。

► 民間経営実践の困難さ

市の三セクには本来民間経営に求められる経済活動が実
践されてきたとは考えられていない。これについては、経営層
に企業経営のプロを雇用するということも考えられるが、公共
性・公平性も求められる事業については、いかにしてこれら二
つの相反する目的を両立するかが課題である。

► 施設の老朽化対策費の増加
昭和40年から昭和55年までが公共施設建設のピークとなっ
ており、この時期に建設された公共施設は築後30年から40
年程度経過しており、今後集中的に更新時期を迎える。



自治体ケーススタディ：泉大津市
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► 市が出資設立することで、より自由度の高い施策・取組が生まれてくることを期待。

► 市政方針の実現や地域コミュニティの支援の課題に対して、収益事業から得られた収入を域内還元する仕組みを構築。

► 民間経営を実践するにあたっては、公募等により民間経営経験を有する人材を採用するといった対応策が必要である。

► 老朽化施設の更新に向けて、効率化によるさらなる事業費の低減に繋げる。

事業 趣旨 検討課題

埠頭事業、マリーナ
運営事業

これまで三セクで運営されてきた収益性の高い事業であったがマリーナ運営事業につい
てはマリーナ施設の更新の時期を迎えており、経営は苦しくなっている。埠頭事業につい
ては得られた収益については、非収益事業や新規・投資事業のための原資となりえる。

三セクの市以外の株主の理解が必
要。

市営墓地
料金を収受している収益事業であり、同じく非収益事業等を推進するための原資とな
りえる。

コンセッション契約とすることで収益を
上げることが可能だが、火葬場は現
在費用を賄うだけの収益を得られて
おらず、経営リスクとなり得るため、契
約形態について検討が必要。

火葬場
現在は赤字事業であるが、市外からの委託を受けることも可能であり収益事業となりえ
る。

各種指定管理及び
委託業務（既存）

これまで指定管理等は事業ごとに個別に発注されており、民間企業からは限定された
範囲の創意工夫しか生まれてこなかった。包括化し、業務を一体管理することで効率
化に繋げる。

施設の維持管理に関する業務につ
いては、シナジー効果が発揮される
業務を選定する必要がある。

各種業務委託（新
規）

既存だけでなく、今後新規に予定されている業務委託（給食サービス）も包括管理
会社で受託することで、一体管理・相乗効果の獲得に繋げる。

防犯カメラ・防犯灯

防犯灯の設置にあたっては現在自治会に対する補助金を交付し、自治会が設置を
行っているが、自治会の縮小等に伴い管理が困難となってきており、包括管理会社が
担うことが考えられる。

ドイツでも街灯事業をシュタットベルケ
が担っており、受託の方法としては設
置と管理の包括委託（1基当たりの
単価を設定）で行うことで、事業の
効率化にも繋げている。仮に地域新
電力を併用する場合は、安定した需
要先の候補ともなると考える。

自治体AIプラット
フォーム
モフ草履等

市が運営するうえでは定員や予算の制約があり、機動的な対応が困難なこれらの事業
については、包括管理会社の活用が期待される。

得られた収益だけで投資が可能かの
フィージビリティの検討が必要。
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泉大津市民間企業

泉大津 包括管理会社

出資(出資)

新規・投資事業コンセッション又は業務委託事業

埠頭運営事業
（泉大津埠頭(株)）

泉大津マリーナ運営事業
（泉大津マリン(株)）

市営墓地

火葬場

利用者

各種指定管理（既存）

各種業務委託（既存）
・駐車場、公園、プール、
上下水道関連

各種業務委託（新規）
・小中学校給食
・安否確認のための宅配
弁当・オムツ

自治体AIプラットフォーム
事業

まちづくり事業
※モフ草履 他

► 単なるアウトソースでは地域課題の解決に繋がる創意工夫が生まれてこないため、これまで市が指定管理や業務
委託を活用してきた事業や、今後同様の可能性のある事業を一手に請け負う企業を設立し、得られた収益を基
に地域課題の解決に取り組んでいく。（課題との対応は次頁参照）

業務委託
契約

委託費

※

※

コンセッション
契約※

※火葬場等については、コンセッ
ション契約を締結した場合、利
用者から直接利用料を収受

独立運営事業

契約関係

資金の流れ

地域のための事
業に対して収益
を域内循環

市から独立した企業・
民間経営者の採用

包括による
効率化

防犯カメラ
防犯灯

出資・契約を
通して関与
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影響項目
影響金額（仮）
単位：千円

試算根拠 単年/複数年

①可能性調査 + 20,000
• 可能性調査に係るコンサルタント導入費用（先行事例（※）で示されているコンサル導入
費用の最大値1,000万円の2倍程度と試算）

単年

②発注事務

+ 36,000
• コンセッション等発注に係る人件費（想定人工0.1人に平均給与555.3万円/人を乗じて
計算）及びコンサルタント導入費用（先行事例（※）で示されているコンサル導入費用の
平均値3,500万円程度と試算）

単年

▲ 8,850
• 個別発注していたものを包括化することによって削減される人件費（個別事業ごとに人件
費を積み上げ計算（次頁以降参照）

複数年

③新会社への出資 + 50,000
• 設立に係る費用及び当面の運用資金（事業規模をベースに必要となる運用資金を計
算）

単年

④事業会社のモニタリン
グ

+ 16,000
• コンセッション等における事業会社のモニタリングに係る人件費（想定人工0.1人に平均給
与555.3万円/人を乗じて計算）及び第三者委託費（先行事例（※）で示されている
コンサル導入費用の最大値700万年の1.5倍程度と試算）

複数年

▲ 13,560
• 個別に発注していたものを包括化することによって削減される人件費（個別事業ごとに人件
費を積み上げ計算（次頁以降参照））

複数年

⑤包括発注による業務
の効率化

▲13,110 • 定期点検業務に限定した範囲での包括委託による業務の効率化（次頁以降参照） 複数年

小計 ▲89,200

（※）参考文献：「地方公共段階におけるPFI事業導入の手引き」（内閣府民間資金等活用事業推進室）

【支出額の試算結果 ※10年として計算】
► 定量化が可能な削減効果を試算した結果、10年間の事業では89,200千円（2%※）の削減効果が示された。

※従来の個別委託における委託金額は約430,000千円/年

► なお、埠頭及びマリーナ運営事業の収益（年間約50,000千円の経常収益）の域内還元効果や、定期点検業務の範囲以
外の「包括発注による業務の効率化」や「事業会社からの配当」については、前述のモデルスキームの検討課題を踏まえ
た詳細な試算が必要であり、本試算には含まれていない。
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検討項目 主な論点

出資

新規出資
新規に出資設立（市議会等の理解を得られるか）、又は既存の三
セクを活用（他の三セク出資会社からの理解を得られるか）

民間企業活用
市単独で事業を実施できるかの見極めが重要。委託業務の中には専
門的知識や技術力が必要な業務も含まれるため、民間企業からの出
資（技術・ノウハウや人員の活用）について検討が必要。

機関

各機関の権限・責任の明確
化

監視機能と執行機能の分離のあり方（ドイツと日本の会社法上の違
いを踏まえた設計が必要）

経営の専門家活用

プロの経営者の採用方法
①公共インフラ経営に精通する経営人材候補の選定
②報酬額等の設定
③経営目標（KPI）の設定

効果 効果の算定
類似する事業について同一の法人に包括発注を行うことによる効果の
検証が必要



適用に向けた論点整理：導入のポイント
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 自治体から一定の独立性を保ち、機動的な運営・専門家確保を実現
現行行政制度に縛られない運用、独自採用ルールにより柔軟に人材を採用、十分な数の専門性の高い職

員を育成

 複数インフラの包括的管理による事業の効率性を発揮
共通経費の削減、リソースの有効利用によるコストの低下

 収益を他の事業に振り分ける仕組みの構築（資金の域内循環）
収益を活用して地域のための投資を行う、課税の域外流出を防止し、域内循環の効果を高める

 経営執行と監督を分離してプロの経営者に経営を任せる
経営執行の裁量・自由度を高め、経営のプロが能力を最大限に活かす

 市の関与を通じて安全かつ安定的な公益サービスを確実に守る
公共インフラサービスの水準を厳しく監視し、水準が悪化しないよう市が適切に関与して公的責任を果たす

 時機に応じた資金の活用、地元発注を通じた価値還元を実現する
当初想定できなかった経済環境や外部環境の変動にも柔軟に対応



問い合わせ先

小谷将之
公益財団法人日本住宅総合センター

TEL:03(3264)5901

E-mail：kotani@hrf.or.jp
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